
光求め一歩ずつ

低迷打開糸口見えずスーパー

中堅波乗りきれず電子部品

迫られる海外シフト鉄鋼

　円高や家電エコポイント縮小、新興国市場の減速な
どマイナス要因があるものの、業界全体では回復基調
を維持できそうだ。昨夏以降に急伸したスマートフォ
ン向けのほか、自動車や産業機械向け需要も底堅い。
電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）の予測では、電
子部品国内各社の世界生産額は 年に 年見込み比４
％増の７兆 億円となる見通しだ。
　ただ、各社の回復速度には差が出始めている。スマ
ートフォンの受注増と経営効率化でマイナス要因を吸
収できた大手に対し、中堅各社はまだ規模が小さいス
マートフォン市場を十分に取り込めていない。「需要
の波がこれまでと異なる。先行きの不透明感は増して
いる」（中堅幹部）との懸念もある。利益率が高い高
付加価値部品に加え、新興国など規模が大きい市場を
いかに取り込めるかで明暗が分かれる。

　内需に力強さがないなか、輸出頼みで業績を回復さ
せてきた鉄鋼業界。 年もこうした状況は続きそう
だ。国内需要は、建築土木業界向けで相変わらず回復
の兆しが見えない。建築用鋼材を主力とする電炉業界
にとってはどしゃ降りの状況が続きそうだ。一方、製
造業向けは円高で生産拠点の海外展開が加速してお
り、鉄鋼業界も海外への拠点展開や輸出強化を迫られ
ることになる。
　ＪＦＥスチールの林田英治社長（日本鉄鋼連盟会
長）は、 年度から 年度にかけての粗鋼生産量につ
いて「四半期当たり約 万 の生産量が来年１―３
月も続く。年間ベースにすると１億 万 から１億
万 。このあたりの線がいいところでは」との見

通しを示す。原料価格の動向など不透明要因が多い
中、手探りでの需要開拓が続く。

エコポイント後懸念デジタル家電

「環境税」泣き面に蜂石油
　人口減やハイブリッド車など省燃費のエコカー販売
の好調といった影響を受け、ガソリンなど燃料油の国
内販売状況は依然低迷したまま。そこに、 年 月
から地球温暖化対策税（環境税）が導入され、石油石
炭税は５割増税されることが決まった。石油業界にと
っては泣き面に蜂の状況だ。増税分を簡単に製品転嫁
できるわけもなく、どう切り抜けるか各社とも思案し
ている。本業の石油精製販売は「エネルギー供給構造
高度化法」の新基準に沿うよう、製油所の余剰設備是
正も本格化する。体力のあるうちに取り組み始めた家
庭用燃料電池「エネファーム」や風力発電、太陽光発
電などの新規事業も、まだまだ補助金頼みの状況。本
業も新規事業も当面の間、厳しい状況が続きそうだ。

　国内薄型テレビ業界は前年からの落ち込みが避けら
れそうにない。 年は家電エコポイント制度による
特需で、薄型テレビの国内出荷が前年比で約７割増の
万台と急伸したようだ。 年も３月のエコポイン

ト終了や７月の地上デジタル放送への完全移行などで
駆け込み需要が予想されるが、前年に比べて「 万
― 万台減少する」（大手テレビメーカー幹部）と
の見方がある。ただ、駆け込みは需要の先食いのた
め、メーカー各社の予想以上に国内市場が冷え込む可
能性が低くない。加えて、米欧市場は昨年から引き続
き低調に推移しそうだ。エコポイント特需に支えられ
た国内テレビ各社の今年は新興国市場の開拓で、どれ
だけ国内の反動減を補えるかにかかっている。

内需依存脱却カギ紙・パルプ

民需回復も官需低迷環境装置

為替が受注額を左右ゼネコン

　スーパーは総合スーパー（ＧＭＳ）、食品スーパー
（ＳＭ）ともにオーバーストアで節約志向が常態化す
るなか、低迷打開の糸口が見えない。日本チェーンス
トア協会が集計している全国のスーパーの売上高（既
存店ベース）は 年 月まで カ月連続でマイナ
ス。ＧＭＳは好採算の衣料品の不振。またＳＭはＧＭ
Ｓが食品を強化したり、コンビニが生鮮食品の扱い店
を増やしたりするなどで板挟み。価格競争も激化し、
業績が悪化する企業が増えている。ＧＭＳは衣料品で
企画から製造、販売までをＧＭＳ自身が主導する製造
小売業（ＳＰＡ）化の仕組みを導入するなどで衣料品
部門をテコ入れ。ＳＭも価格志向を強め対抗するが消
費心理の好転は見込めず「雨」が続く。

　百貨店はリーマン・ショック以降、急速に広がった
節約志向を受け低迷状態だったが、このところ回復の
兆しも見られている。日本百貨店協会が集計している
全国の百貨店売上高（既存店ベース）は 年 月は
カ月ぶりにプラスに転じた。節約志向で、低価格の
カジュアル衣料専門店などに流れていた顧客が、「節
約疲れ、財布のヒモをゆるめ始めたから」（大手百貨

店）という見方もある。このところの株価の回復も宝
飾品や高額品の販売を後押ししている。 月がプラス
になった主因は一重に主力の衣料品の回復 年６月
以来 実に３年４カ月ぶりの増加だ。節約志向で低価
格店などで買っていた顧客がワンランク上の商品を求
め百貨店で買うようになっているという。

　政府は国土交通省所管の 年度公共工事費を、
年度予算比４％削減する。これでゼネコン各社が死守
したかった「前年度並みの維持」は瓦解（がかい）し
た。国交省は 年度水準を維持したかったが 絵に描
いた餅 となり、公共工事は「土砂降り」が続く。
　ただ、社会資本整備基本計画見直し案が固まる秋以
降「受注環境が変化する」（準大手ゼネコン首脳）と
の見方もあり、年度後半は 年度に向け明るい材料も
出そう。民間建設投資は低水準ながら底堅い見通し。
製造業の工場関連投資は「メーカーのキャッシュフロ
ーが積み上がって」（ゼネコン大手首脳）おり、 年
度実績は超えそう。ただ、円高が進むなら、海外生産
が加速し投資も流出。海外に橋頭堡（ほ）を持たない
ゼネコンは難しい局面に立つ。

節約疲れの顧客期待百貨店

需要は停滞基調が続くリース
　企業は設備投資に対して慎重な姿勢を崩しておら
ず、リース需要は停滞基調が続くと予想される。リー
ス事業協会によると昨年９月のリース取扱高は カ月
ぶりに前年同月比で増加したが、 月は再びマイナス
に反転。事務用機器など一部の機種では老朽化による
更新需要が生じているものの、全体では足踏み状態に
あり、本格回復には時間がかかりそうだ。
　各社の営業資産残高も取扱高の減少や単価の下落に
より減り続ける見通し。ただ最大の需要家である中小
企業の設備投資が本格化すれば、底を打つ可能性もあ
る。一方で損益面は金利の低下により資金コストが改
善しており、利益を確保できると見られる。環境関連
のリース商品や手数料ビジネスなど、新たな収益源を
育成する動きが一段と強まりそうだ。

　世界経済の動向は不透明で証券業界の先行きは読み
にくい。 年５月の欧州危機以降、東証の売買代金
が減少。 月に１日平均売買高が前年同時期の水準ま

で戻り、 月には平均株価も１万円台を回復。為替も
１ 円を割りそうになった 月１日を境に落ち着
きをみせているのは好材料。
　だが、今年の見通しは「まだ欧州不安も残り、改善
傾向の米国景気も本格的に軌道に乗るか不透明」（大
手証券幹部）という声もある。証券会社の収益の柱と
なる委託手数料は昨年同様に世界経済の動向で各社の
業績を大きく左右しそうだ。国内の公開企業の増資は
自己資本増強のため高水準だった 年で一巡。 年か
ら下降傾向で今年も引受手数料が減少する可能性があ
る。一方でＭ＆Ａ（買収・合併）の仲介業務は海外案
件も多く収益拡大が期待される。

世界経済動向で左右証券

資金利益厳しさ続く銀行

特許切れの影響続く製薬

　 年度の上期は長期金利が低下し、国債などの売
買による市場部門が好調だったほか、与信関連費用の
減少で高収益をあげた。ただ、利ざやの縮小を背景
に、資金利益は厳しい状態が続く。住宅ローンなど個
人向け貸し出しは順調なものの、中小企業を中心とし
た法人向け貸し出しは資金需要の低迷から伸び悩む。
下期に入って長期金利が上昇傾向にあり、 年は利益
について「慎重に見る」（大手銀行）金融機関が多い
ようだ。政策効果がはく落し、景気は踊り場局面に入
っており、日本の景気が本格的に回復するのはもう少
し先になりそうだ。メガバンク各行は成長著しいアジ
ア市場に活路を求めるが、当面、銀行経営の先行き不
透明さは払しょくされないようだ。

　製薬業界では 年から始まった主力製品の特許切
れが引き続き業績に影を落とす。売上高の ％を海外
市場が占める大手製薬にとっては為替の影響も大き
い。将来の成長を担うパイプライン（新薬候補物質）
を充実するため、ベンチャー企業とのライセンス契約
やアカデミアとの共同研究にも積極的で研究開発費用
も増加傾向にある。一方、国内ではアルツハイマー型
認知症治療薬の新薬が承認される見込みで、「アリセ
プト」の独占市場に風穴が開く。がん領域ではエーザ
イが日米欧同時申請した抗がん剤「ハラヴェン」が米
食品医薬品局（ＦＤＡ）の承認を取得。日本でも上期
中の承認取得を見込む。各社ともアンメットメディカ
ルニーズ（いまだ満たされない医療ニーズ）や個別化
医療を意識した展開を強めている。

　紙 パルプ業界は 年も国内市場の低迷に苦しみ
そうだ。カタログやチラシ、新聞など全般的に大幅な
紙需要の回復の見込みは薄く、「国内需要がピーク時
に戻ることはないだろう」というのが多くの業界関係
者の見方だ。また、重油など原燃料価格高が懸念され
る一方で、販売価格の改善がいつできるかも不透明
だ。円高が続けば、安い輸入紙の流入も懸念される。
　国内の低迷を受け 各社は海外展開に注力 王子製紙
は中国に南通工場を設け 本格的に中国市場の開拓に
乗り出す 日本製紙グループ本社も子会社などを生か
した海外での事業拡大を図り 北越紀州製紙は輸出を
強化する 内需依存型だった紙 パルプ業界の 年は
海外市場でどこまで成長できるかにかかっている

　水処理やゴミ処理装置といった環境装置の 年の
受注環境は曇りとなりそう。日本産業機械工業会がま
とめた 年１― 月の環境装置の受注額は前年同期比
％減の 億円で雨模様。全受注の８割を占める

官公需が同 ％減と振るわないためだ。公共事業の
削減で官公需は 年も回復が見込めない。一方で民需
は同 ％増と健闘している。 年から環境装置への
投資を控えた反動で、製造業を中心に 年後半から投
資を再開したためだ。
　外需は緩やかに成長している。８月以降、日本企業
が中国でゴミ焼却場を相次いで受注している。外需は
全受注の数％にすぎないが、アジアで環境型都市づく
りが計画されており、潜在需要はある。力強さは欠く
が、民需の回復と外需の伸長は 年も続きそうだ。

日米で安定需要期待乗用車

国内冷え込んだままトラック

供給拡大へ体制整備車部品

光回線けん引役担う固定通信

底打ちも回復は遠くセメント

　市場別に見ると、国内は各社の新型車投入効果によ
りエコカー補助金終了に伴う反動減が底を打つ公算が
大きい。米国は前年に比べて 万台前後拡大し
万― 万台規模になるとの見方が強く 日米両市場
では安定需要が期待できる 一方 世界最大の新車市場
に成長した中国を中心とした新興国での需要は引き続
き旺盛 各社の 年の生産台数は伸長する見通しだ
　各社とも原価低減や固定費削減により、１ 円
前後の為替水準でも比較的高い営業利益を確保できる
経営体質に移行しつつあるが、円高は大きなマイナ
ス。輸出採算の悪化に加え、海外市場ではウォン安や
ユーロ安を追い風とする韓国やドイツのメーカーとの
競争が不利になる。逆に円安に振れれば晴れになる。

　 年の国内普通トラック（積載量４ 以上）販売
は、主に上期に発生した購入補助金効果やポスト新長
期規制を見据えた駆け込み需要による 貯金 でプラス
を維持、年間で前年超えは確実。しかし、 年９月以
降は反動減で単月マイナスが続き、国内市場は冷え込
んだまま。 年は「横ばいか微減」（トラックメーカ
ー首脳）との見方が支配的だ。
　各社は海外に活路を見いだしている。いすゞ自動車
や日野自動車はインドネシアやタイを中心にアジアで
稼ぐビジネスモデルを構築、販売増による収益拡大が
期待できる。外資傘下の三菱ふそうトラック・バスは
ロシアなどで、ＵＤトラックスはインドなどで親会社
との協業が進む。低迷する国内販売を海外販売で補
い、全体の生産台数は増加する見通しだ。

　 年に世界の車需要は前年を上回る 万台以上
が予想され、主要部品メーカーは供給量を拡大するた
め生産体制の整備に引き続き追われるだろう。中国を
筆頭に成長する新興市場では既存顧客の日系車メーカ
ーとの取引を強め、一方で力を付ける地場車メーカー
への食い込みに力を入れる必要も出てきそうだ。
　新興国生産の低価格車の台頭で部品メーカーの収益
悪化が懸念される。加えて、車メーカーが部品の現地
調達率の引き上げを早めており、コスト競争力を強み
にする地場サプライヤーとの競争がより激しくなりそ
うだ。インドや南米など世界に分散した需要への対応
に、体力の差が一段と鮮明になる可能性も高い。「ア
ライアンスなくしては事業活動はできない」（仏系部
品首脳）と協業も増えそうだ。　

　固定ブロードバンド（高速大容量通信）サービスで
は、 年に光通信回線の契約数が初めて 万件を
超える可能性も出てきた。ブロードバンド全体に占め
る光回線の割合も６割を超す勢いで、 年も光回線が
固定通信市場のけん引役を担う。
　ただ光回線並みの通信速度を持つ次世代通信規格
「ＬＴＥ」サービスや高速無線通信サービス「ＷｉＭ
ＡＸ（ワイマックス）」の台頭で、移動体通信との競
争激化は必至。光通信ならではのコンテンツ充実で、
新規需要をいかに開拓できるかがカギとなりそう。
　加えて 年をめどにブロードバンド普及率 ％を
目指す「光の道」構想で、総務省はＮＴＴに光回線の
料金引き下げを促す考えを示した。実際に光の道がど
う展開されるのか注目が集まる。

　長らく需要低迷に苦しんでいるセメント業界。
年 月の国内販売で前年同月実績を上回ったものの、
前年同月比プラスになるのは カ月ぶり。国内需要は

年度で 万 台を維持する見通しだが、 年度を
ピークに減少を続ける傾向に歯止めが効かない状況
だ。今後も、公共事業の予算が増えることは想定しに
くく、民間の設備投資がそれほど回復していない情勢
を見ると、環境一変とはいかない。セメントメーカー
は厳しい現実を受け止め、人員削減や生産縮減などの
合理化を推進。その効果が業績に表れてきている。直
面する課題はセメント事業の収益改善と、環境分野な
ど非セメント事業の成長。当面で事業環境が大きく好
転するのは難しく 課題解決の速度が求められている
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